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企業の生産性は 2極化が進行 
依然として進まぬ新陳代謝。雇用流動化促進が必要 
 
 

○ 企業個社データを用いた労働生産性分析では、2000年度対比で2017年度の生産性は大きくは変わら

ず。ただし、生産性の高い企業と低い企業の2極化が進んだとの結果に 

○ 生産性の変化は内部効果（個社要因）が主で、企業の参入・退出やシェア変化（新陳代謝要因）は

限定的。非製造業では低生産性企業へのシフトが進み、生産性低下要因に 

○ 日本の生産性改善には、低生産性企業の退出や高生産性企業への雇用シフトを進める必要。雇用の

流動化促進に向けた職業能力評価制度の整備や、能力開発支援の大幅拡充などが求められる 

 

１．日本の労働生産性は国際比較では低水準、生産性改善幅も限定的 

人手不足が深刻化しつつあることや、働き方改革関連法成立に伴い新たな残業規制が 2019年度から

施行されることから、企業の生産性改善に対する関心が再び高まっている。 

ただ、現状の日本の生産性水準をみてみると、国際比較でみて高いとはいえない（図表 1）。2016

年時点の一人当たり労働生産性は OECD35 ヵ国中 21 位、Ｇ7 では最下位だ。産業構造が異なることや

各国での生産性の計測方法の違いなど、一概に比較しにくい面はある。では、海外との違いはともか

く、日本での生産性は改善してきたのだろうか。2000 年以降の推移をみると、実質ベースでみた一人

当たり労働生産性は年率 0.7％程度の緩やかな改善ペースに留まり、名目ベースでみると殆ど改善し

図表 1 労働生産性の国際比較 

（一人当たり、2016年） 

図表 2 日本の労働生産性の推移 

（一人当たり） 

 

 
（資料）OECDより、みずほ総合研究所作成 （資料）内閣府「国民経済計算」より、みずほ総合研究所作成 
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ていない（図表 2）。 

日本の生産性改善が限定的であった要因は何か、また、今後生産性改善に何が必要かを考える上で

は、まず実態を正しく理解する必要があるだろう。そのためには日本全体の動きをみるだけでは不十

分で、企業単位で生産性の変化をみていくことが重要だ。 

２．先行研究では 90、00年代の生産性変動は内部効果中心で、新陳代謝の効果は乏しい 

そこで本稿では、日経 Needs-Financial QUEST（以下、日経ＦＱ）に収録された企業データを用い

て、2000 年以降の労働生産性変化の要因分析を行った。対象は、上場企業、有価証券報告書提出企業、

及び有価証券報告書上で財務データが開示されている子会社等の企業とした。国内の生産性動向の把

握のために、単独決算のデータを用いている（対象企業は製造業 1,520 社、非製造業 2,196 社、対象

選定の基準は図表 3ご参照）。 

また本稿では生産性を「人・時間当たりの付加価値額」として定義した。残業時間規制の対応など、

企業にとってみれば、時間当たりの付加価値を如何に高めていくかが今後より重要になっていると考

えたためだ（データの計算方法や前提条件については巻末の【補論 1】ご参照）。 

生産性の要因分解については、①内部効果（個々の企業の生産性改善、又は悪化したことによる影

響）、②再配分効果（既存企業間のシェア変化による生産性への影響）、③参入効果（企業の新規参入

による生産性への影響）、④退出効果（企業の退出による生産性への影響）の 4つに分類した。大きく

分ければ①は個別企業の効果、②～④は新陳代謝による効果である（分析方法の概要は補論 2ご参照）。 

先行研究でも、日本企業の個別決算データを用いた生産性の要因分析が行われている。先行研究で

は、日本の製造業・非製造業ともに生産性は内部効果が中心で、新陳代謝の影響は限定的、あるいは

マイナスの影響もあたえうるという評価が主だ（図表 4）。 

しかし、2010 年代に入って以降の生産性の要因分析の事例は限られている。Hogen, Miura and 

Takahashi（2017）では 2014年度までの上場企業データを用いた生産性の要因分解の日米比較を行い、

米国対比でみて日本の新規参入や退出による生産性の寄与が小さいことを指摘していた。ただ、同レ 

図表 3 対象企業の選定基準 図表 4 生産性の要因分解に関する先行研究 

 
 

（資料）みずほ総合研究所作成 （資料） 先行研究より、みずほ総合研究所作成 

概要

データ出所 日経Needs Financial Quest

対象期間 2000年、2005年、2010年、2015年、2017年
の5時点

対象業種 全産業（除く金融保険業）

対象企業 上場企業及び有価証券報告書提出の非上
場企業のうち単独決算が、5時点のうちいず
れかで取得可能な企業

異常値除外 雇用者数が各時点間で1/2以下になった企

業を除外（持ち株会社化により、雇用者数が
急減したケースを除外）
付加価値マイナス企業除外（対数化のため）

企業数 製造業 ：1,520社、非製造業 ：2,196社

推計期間 指標 概要

森川
（2007）

2001
～2004

労働生産性
TFP

生産性寄与は内部
効果が主。サービス
業で新陳代謝機能

はマイナス

金・深尾・牧野
（2010）

1980～2005
（5年毎）

TFP 生産性寄与は内部
効果が主。新陳代謝

機能はマイナス

乾・金・権・
深尾（2011）

1990
～2006

TFP 製・非製造業ともに
生産性変動は内部
効果で説明可能

大和・市川
（2013）

2000,
2005
2010

労働生産性 製造業・サービス業
共に、新陳代謝の生
産性への寄与は小

Hogen, Miura 
and Takahashi

（2017）

1965
～2014

労働生産性 米国比で日本の新
規参入・退出が生産
性に与える影響は限

定的
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ポートでは産業別の生産性の評価、2010年代半ば以降の生産性の要因分解はなされておらず、足元の

動向も含めた生産性評価には意義があるだろう。 

  ３．生産性変化と要因分解 

（１）生産性は製造業・非製造業ともに2015～17年度に改善も、2000年度対比では伸び悩み 

要因分解に入る前に、まずこれまでの製造業、非製造業の労働生産性の動きを確認しておこう。本

データにおける製造業と非製造業の年度平均伸び率は図表5の通りである。全社合計でみれば、製造業

は2005～2015年度にかけて生産性が悪化したものの、2015～2017年に改善している。非製造業に関し

ては、2000年代に悪化した一方で、2010年代に入ってからは改善に転じている。ただ2000～2017年度

全体を通じてみると、製造業、非製造業ともに生産性が改善したとは言い難い。また、先行研究で多

く用いられている代表的企業基準・相対値（定義は【補論1】ご参照）でみても、数値の違いはあるが

概ね同様の動きになった。 

なお、本データの結果とＧＤＰベースでの労働生産性の伸び率を比較すると、ＧＤＰベースの方が

製造業・非製造業ともに変動が小さく、対象企業数の違いなどが影響した面があると考えられる。ま

た非製造業は概ね同様のトレンドを示していたが、製造業はＧＤＰベースでは2010～2015年度にプラ

スで推移した一方、本データではマイナスになっていた（2010～2015年度以外は同じトレンド）。これ

は本稿で用いたデータの主な対象である大企業が、同期間に海外に事業をシフトした影響が出た可能

性がある。2010～2015年度には労働生産性の分母である労働投入量は大きくは変化しておらず、分子

である付加価値が低下していた。しかし、単体ベースではなく連結ベースでみた場合、付加価値は同

期間にむしろ増加しており、海外に付加価値の移転が起きたことを示唆している。 

 

（２）製造業、非製造業ともに、企業の生産性の2極化が進む 
次に、企業の生産性のバラツキ具合の変化についてみてみよう。図表6は2000年度、及び2017年度の

図表 5 労働生産性上昇率（人・時間あたり、年度平均伸び率） 
 

製造業 

 

非製造業 

  

(注)代表的企業基準・相対値の定義は補論 1ご参照。GDPベー

スの労働生産性は暦年、かつ 2016年までのデータである

点に留意要。 

（資料）日経 Needs Financial Quest、内閣府より、みずほ総

合研究所作成 

(注)代表的企業基準・相対値の定義は補論 1ご参照。 GDPベー

スの労働生産性は暦年、かつ 2016年までのデータである

点に留意要。 

（資料）日経 Needs Financial Quest、内閣府より、みずほ総

合研究所作成 
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製造業、非製造業の労働生産性別の企業割合を示したものだ。同図表において特徴的なのは、製造業・

非製造業ともに2017年度における低生産性比率が左方シフトしている（生産性の低い企業がより低く

なっている）点だ。一方で高生産性企業の割合もやや増加している。つまり製造業・非製造業全体の

生産性は大きくは変わっていないものの、生産性の高い企業と低い企業の2極化が進んでいることを示

している。 

 

（３）2010年代に入って以降も生産性変動は内部効果が中心。新陳代謝の効果は依然限定的 
次に、2000年度から2017年度にかけての生産性の要因分解をおこなった（図表7、要因分解の方法に

ついては、【補論2】をご参照されたい）。結論から言えば、製造業、非製造業ともに生産性の変動は内

部効果が中心で、新陳代謝による影響は同期間全体を通じて限定的だった。 

図表 7 労働生産性の要因分解（年度平均伸び率） 
 

製造業 

 

非製造業 

 
 

(注)労働生産性は代表的企業基準・相対値。定義は補論ご参照。 

（資料）日経 Needs Financial Questより、みずほ総合研究所

作成 

(注)労働生産性は代表的企業基準・相対値。定義は補論ご参照。 

（資料）日経 Needs Financial Questより、みずほ総合研究所

作成 

図表 6 労働生産性別企業割合の変化（2000、2017 年度） 
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（資料）日経 Needs Financial Questより、みずほ総合研究所 

作成 

（資料）日経 Needs Financial Questより、みずほ総合研究所

作成 
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産業別にみると、製造業については、労働生産性が大きく改善した2015～2017年度においても内部

効果の寄与が殆どであった。非製造業については、2010年代に入ってから退出効果による改善が一部

みられたものの、生産性改善をけん引するまでには至らなかった。また非製造業において特徴的なの

は、再配分効果（企業間の労働投入シェア変化による生産性変化）が2000年代、また2015～2017年度

においてマイナスに寄与していることだ。これは先行研究でも既に指摘されているが、非製造業にお

いては高生産性企業への雇用シフトではなく、むしろ低生産性企業に雇用がシフトしていることを示

している1。 

 

４．おわりに 

以上を整理すると、2000年度以降、製造業・非製造業ともに日本企業の労働生産性は2極化が進んで

きた。また、新陳代謝による生産性改善は製造業ではこれまで実現してこなかった。非製造業では2010

年代に入り、一部退出効果による生産性改善が図られたものの、再配分効果はマイナスに寄与してお

り、低生産性企業への雇用シフトが進んだことを示唆する結果となった。 

生産性が2極化し、低生産性企業の割合が増加したことを踏まえれば、やはり低生産性企業の退出や、

高生産性企業への労働シフトを進めていくことが我が国全体の生産性改善を進める上で重要になるだ

ろう。既に指摘されていることではあるが、補助金等による低生産性企業への過剰な支援を削減する

とともに、ポジティブな雇用の流動化を促進するための施策の推進が必要だろう。低生産性企業の雇

用削減を促す解雇規制の緩和、職業能力評価制度の整備による雇用の流動化推進などが考えられる。 

また、高生産性企業が求めるスキルを習得するための、能力開発支援策も非常に重要だ。特に日本

は国際比較でみて公共職業訓練などの積極的労働政策の公的支出（対ＧＤＰ比）が低い2とされている。

人口減少、少子高齢化で量の拡大が限られるなか、労働者の質の向上が今後の競争力の源泉になるこ

とに鑑みても、能力開発支援の大幅拡充を検討すべきではないだろうか。また、金額面の支援だけで

はなく、ソフト面の対応（能力開発の質の向上）もあわせて考える必要がある。 

なお、本稿では新陳代謝に焦点を当てて生産性評価を行ったが、生産性改善を考える上では内部効

果の変動要因、言い換えれば各企業が生産性を改善するために必要な要素は何か、についての評価が

合わせて必要だろう。こうした観点の分析については、今後の課題と致したい。 

 

 

 

 

 

 



6 
 

【補論 1】労働生産性の分析におけるデータと算出方法について 

  （１）データについて 

本稿で使用したデータは、日経ＦＱにおける上場企業、有価証券報告書提出企業、及び有価証券報

告書上で財務データが開示されている子会社等の企業で、国内の生産性動向の把握のために、単独決

算のデータを用いた。日経ＦＱを用いた分析では大和・市川(2013)があり、2000、2005、2010年度の

生産性変化に関する分析を行っていたが、本稿もそれにならい、対象期間を2000年度以降の5年毎、及

び2017年度とし、同期間のいずれかの時点でデータのある企業を抽出した。また、対象産業は、日経

業種分類上の製造業、及び金融・保険業を除く非製造業とした（製造業17業種、非製造業15業種）。 

 

（２）変数の作成について 

 本稿の分析では、人・時間当たり労働生産性を生産性の指標とした。同変数の作成には、分子とし

て付加価値額、分母として労働投入量（雇用者数×労働時間）のデータが必要になるが、それぞれの

作成方法は下記の通りである。 

 

① 付加価値 

 付加価値は、営業利益、人件費、減価償却費の合計額とした。人件費については、販売費・一般管

理費の内訳の人件費・福利厚生費、及び製造原価に含まれる労務費・福利厚生費の合計とした。 

 

② 労働投入量 

雇用者数は正社員数と臨時従業員数の合計とした。ただし日経ＦＱでは臨時従業員数のデータが得

られるのは2010年度以降に限られること、また一部企業では2010年度以降も臨時従業員数を公表して

いないケースがある。そのため、以下のような形で補間推計した。まず2010年度、2015年度、2017年

度については、臨時従業員数のデータが取得可能な企業から業種平均値をまず算出し、データが得ら

れない企業についてはその比率を使用することとした。2005年度、2000年度については、毎月勤労統

計のデータを用いて、2010年度対比での業種別のパート比率の変化率を算出した。その上で各企業の

2010年度のパート比率から業種別の変化率を用いて各社毎のパート比率を求め、それを用いて臨時従

業者数を算出した。 

また、各社毎の労働時間のデータは日経ＦＱで得られないため、森川（2007）にならい、毎月勤労

統計における業種別、正社員・臨時従業員別の総実労働時間（30人以上）の数値を用いた。なお、労

働投入量の算出式は下記の通りである。 

 

労働投入量＝（正社員数）×（正社員の総実労働時間）＋（臨時従業者数）×（臨時従業員数の総

実労働時間） 

 

③ 労働生産性 

 労働生産性は労働投入量あたり付加価値（付加価値÷労働投入量）と、代表的企業・基準年対比の
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相対値の2つを用いた。先行研究では、生産性の指標として用いる際にＴＦＰが用いられるケースがあ

り、その算出に代表的企業（産業平均値）を基準にした相対値が一般的に用いられており、先行研究

との比較を容易にする目的から同数値も合わせて算出した。具体的な算出式は下記の通りである。 

 

【代表的企業・基準年対比（相対化）の労働生産性の算出式】 

 
 

（３） 異常値の除外について 

 大和・市川（2013）でも指摘されているように、持株会社化などにより労働生産性が異常な伸び率

を示している企業が複数あった。そのため、本稿では対象期間中（2000～2005年、2015～2017年など）

に雇用者数が50％以下になった企業を除外した。また労働生産性がマイナスとなった企業も複数確認

されたが、代表的企業・基準年対比（相対化）での労働生産性の算出にあたり対数化を行うため、同

企業についてもデータから除外した。上記処理を行った上での対象企業数は製造業1,520社、非製造業

2,196社となった。 

 

【補論 2】労働生産性の要因分解について 

労働生産性の要因分解の方法は、過去の先行研究に基づけば、Griliches and Regev(1995)（以下  

ＧＲ型）、Baily,Hulten and Campbell(1992)、Melitz and Polanec(2015)などがあるが、本稿では   

ＧＲ型による生産性分解をおこなった。ＧＲ型による労働生産性の分解方法は下記の通りであり、労

働生産性の変化を、①内部効果（個々の企業が生産性改善、又は悪化したことによる影響）、②再配分

効果（既存企業間のシェア変化による生産性への影響）、③参入効果（企業の新規参入による生産性へ

の影響）、④退出効果（企業の退出による生産性への影響）の4つに分類した。 

 

【労働生産性上昇率の要因分解（ＧＲ型）】 

 
 

代表的企業・基準年対比の
付加価値の伸び

代表的企業・基準年対比の
労働投入量の伸び

Y

+ + - ) - - )

内部効果 再配分効果 参入効果 退出効果
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【みずほインサイト「働き方改革」シリーズ】 

「女性就労は保育所だけでは不十分―保育所整備は核家族支援になるが働き方改革も必要―」   

（2018年6月12日） 

「働き方改革関連法の評価と課題―第一歩だが課題も多い。テレワーク推進が次の一手―」   

（2018年6月29日） 

「テレワークの経済効果―普及のカギは業務の見える化とテレワークの権利化―」（2018年7月17日） 

「デジタル時代に必要なスキルとは―自律的な学習と適切なスキルの組み合わせが重要―」 

（2018年9月10日） 

 

                                                   
1 SNA上での産業分類でみると、非製造業の中でも相対的に人・時間あたり労働生産性の低い保健衛生・社会事業（医療・介護産

業等）への就業者数の伸びが最も大きい。 
2 OECDによれば、2013年時点で公共職業訓練など積極的労働政策の公的支出（対 GDP比）について、公表されている 33カ国中、

日本は 27位（日本は 0.18％、OECD平均は 0.49％）。 
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